
























































































































































































































































































































































































































































































































































?轤ｵていない 実施予定 計画中 制度がない 社数
国有企業・国有株式会社 7．8（41） 5．3（28） 25．4（134）21．0（111） 40．5（214）553
集団企業 19．2（5） 11．5（3） 23．1（6）15．4（4） 30．8（8）28
非国有株式会社・右限会社 5．7（18） 7．0（22） 29．3（92） 13。7（43）4 ．3（139）321
私営企業 4，7（26） 8．6（47） 23．7（130）19．3（106）43．6（239）556
外資系・香港・マカオ・台湾系企業 9．2（31） 10．4（35） 24．7（83）18．2（61）37．5（126）344










?轤ｵていない 実施予定 計画中 制度がない
3億元以上 11．2（71） 10．6（67） 28，0（178）17．5（111）32．8（208）
3億元～1，5億元 4．5（10） 6．3（14） 27．7（62）21．4（48） 40，2（90）
1．5億元～3，000万元 4．7（21） 43．7（21） 25．3（113）19．1（85）46．2（206）
3，000万元以下 5．8（30） 7．7（40） 20．4（106）17．7（92）48．4（251）
農・林・牧・漁業 14，7（5） 8．8（3） 23．5（8）353（12）17．6（6）
採掘業 7．7（1） 0（16） 7．7（1） 38．5（5） 46．2（6）
製造業 6．7（55） 8．7（72） 24．9（206）17，4（144） 42．3（349）
公共事業 7．9（3） 5．3（2） 23．7（9）15．8（6） 47．4（18）
建築業 2．7（2） 5。3（4） 29．3（22）16．0（12）46．7（35）
交通・運輸・倉儲・郵政業 6．1（4） 12．1（8） 28．8（19） 22．7（15）30，3（20）
卸売・小売業・飲食業 11．9（7） 6．8（4） 28．8（17）13．6（8） 39．0（23）
金融・保険業 8．7（4） 17．4（8） 15．2（7） 23．9（11） 34．8（16）
不動産業 3．2（3） 4．2（4） 22．1（21）24．2（23） 46．3（44）
社会サービス業 10．0（13） 7．1（9） 30。7（39） 18．1（23）3．9（43）
通信・IT業 7．0（15） 6．5（14） 26．2（56）20．6（44） 39．7（85）
























実施している 672（301）47．1（8） 71．5（188） 62．4（299） 71。7（215）733（33）
実施していない 12，7（57） 5，9（1） 9，1（24） 10．4（50） 9．0（27） 8．9（4）
実施予定 19．4（87） 47，1（8） 18．6（49） 26．3（126） 19．0（57） 17．8（8）







@有限会社 私営企業 外資系・香港・}カオ・台湾系企業 その他
非常に良い 1．0（3） 25，0（2） 1．6（3） 2．0（6） 1．9（4） 0（0）
良い 17．7（53） 12．5（1） 20．2（38） 19．5（58）16．4（35） 15．2（5）
一般 59．7（179）37．5（3） 61．2（115） 55．2（164）63．4（135） 54．5（18）
あまり良くない 19．0（57） 12．5（1） 13．8（26） 18．2（54） 14，6（31） 21．2（7）



























賃金 36．8（165） 23，5（4） 与4．0（142） 42．4（203） 53．3（160） 51．1（23）
昇進 33．5（150） 23．5（4） 43．0（113） 33．2（159） 45．3（136） 40，0（18）
異動 29．9（134） 23．5（4） 33。8（89） 25．9（124） 31。3（94） 24．4（11）
奨励金 52．7（236） 23．5（4） 54．8（144） 47．8（229） 51．0（153） 62．2（28）
その他 6．9（31） 11．8（2） 4．9（13） 5．6（27） 7．7（23） 4．4（2）
出所：表1に同じ，95頁。
おわりに
　本稿は，中国の労働市場に関する制度を整理し，現状と課題の考察を行った。中国政府は1980
年代以降，労働市場に関する制度の整備・確立に取り組んできた。他方，農村労働者は戸籍制度が
依然として障害となっており，都市労働者と同等に職業を選択することはできず，職業訓練を受け
ることも問題が生じている。また，新卒者の就職においても戸籍制度の問題が発生している状況に
ある。中国政府は，戸籍制度や社会保障制度の改革と同時に，求職・求人側の何れにおいても平等
に競争に参加できるための情報提供などの整備に取り組む努力が求められる。また，中国の労働力
は全体としての能力開発の機会に恵まれておらず，個々の経営体における人材育成あるいは能力開
発システムも普及・定着していない状況である。労働力全体の能力を向上させると同時に，専門職
あるいは管理職等の人材を育成していくことが企業の競争力を向上させることにつながる。そのた
めには，中央政府・地方政府の積極的な支援が必要となっており，企業と連携して取り組んで行か
なければならないであろう。
　労働市場において，企業が主体的に必要とする労働力を確保するためには，経営環境，雇用環境
の変化を踏まえての雇用管理活動を適切に行うことが求められている。労働者の職業能力の向上，
ミスマッチの発生を予防するには，CDP，人事考課制度といった人事施策を展開しなければなら
ない。これらの人事管理活動を計画的に・体系的に運営することにより，企業にとって，将来にわ
たって必要とする労働力を確保することが可能であり，従業員のモチベーションを高揚させること
にもつながるといえる。一方，労働者の自己の意志による職業選択は，労働者の自己責任が問われ
ると同時に，労働者の雇用され得る能力，職業能力の有無が賃金の高低を決める重要な要素にな
る。しかし，一部の労働者は未だに計画経済体制下で形成された企業依存の意識から脱皮ができな
いでいる。そのような意識は払拭し，労働者の職業に対する新たな価値観の確立が求められ，労働
者個々人が職業能力の向上あるいは能力開発に積極的に取り組んで行かなければならない。
　また，専門技術者・管理職及び幹部と言われる「人材」の管理権限は政府人事部にあり，それ以
外の一般労働老の管理は政府労働・社会保障部が持つという主管部門の分業が現在も続いている。
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この管理体制は今まで通りであり，すなわち身分による労働者の区分である。今後，身分による労
働者を区分するのではなく，戸籍制度を改革し，農村労働者，管理者・専門技術者，一般労働者を
含めて雇用労働力を一律に労働者としての概念を導入すべきであり，職種・職業に基づき市場経済
化に対応し得る現代の労働市場を構第することが期待される。
　本稿では労働市場の現状と課題，及び企業の雇用管理について考察したが，ここでの課題は，就
業制度改革が労働市場及び企業の雇用管理に影響を与えたと考えられる点に焦点をあてての議論で
ある。今後は企業の雇用管理と労働者のモチベーショソを対象に研究を広げて論じることにしたい。
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